
 

平成19年度基地対策関係予算の増額確保に関する要望 

 国におかれては、平成19年度政府予算編成にあたり、基地関係市町村

が直面する実情及び他の一般行政経費と異なる基地対策関係予算の性格

を十分にご斟酌頂き、基地対策関係予算を下記のとおり増額確保される

よう強く要望する。 

記 

 (総務省所管) 

 1. 基地交付金  259.4億円 (平成18年度  251.4億円) 

 2. 調整交付金   66.0億円 (平成18年度   64.0億円) 

    合   計   325.4億円 (平成18年度  315.4億円) 

 (防衛施設庁所管) 

 3. 基地周辺対策経費 ＜  ＞内は、契約ベース 

           1,290.20億円（平成18年度1,281.80億円） 

          ＜1,306.53億円（平成18年度1,297.83億円）＞ 

  (1) 障 害 防 止 事 業              169.71億円＜174.67億円＞ 

  (2) 騒 音 防 止 事 業              541.57億円＜544.69億円＞ 

    （住宅防音含む）       

  (3) 民生安定助成事業              205.22億円＜214.52億円＞ 

  (4) 道 路 改 修 事 業              102.87億円＜101.34億円＞ 

  (5) 施設周辺整備統合事業     9.45億円 

  (6) 周辺整備調整交付金              140.33億円 

  (7) 移 転 措 置 事 業              110.64億円＜111.12億円＞ 

  (8) 緑 地 整 備 事 業               9.60億円 

  (9) 施 設 周 辺 の 補 償                0.81億円 
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